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１． はじめに 

第５次全国総合開発計画において、従来の国による

中央集権的政策から、地方分権化による国の権限・財

源を地方に委譲する方針が打ち出された。これにより、

今後地方自治体にかかる責任・負担が増大し、自己決

定・自己責任のもとでの行政システムを構築しなけれ

ばならない。一方で、地方自治体の財源は今後さらに

逼迫すると考えられ、自治体の負担軽減の側面から、

地域のまちづくりを地元と行政の協力・協調体制によ

って行っていくことが求められている。 

このような地方分権化推進を背景として、平成9年

の河川法改正によって、地域の意向を反映した河川整

備計画を導入できるようになった。今後、各地方自治

体は限られた財源の中で有効な河川利用を推進するた

めに、河川空間の利用に伴う維持管理活動を、NPO（特

定非営利活動法人）や市民団体など地元の積極的な参

加を求めながら、住民参加型で実施していく体制を整

える必要があると考えられる。 
そこで、本研究では、滋賀県草津市を対象として、

平成 14 年に通水した新草津川（以下草津川）の河川

環境づくりに関して、「NPO法人琵琶湖ネット草津」

と共同で住民参加型河川環境づくりの実現に向けた調

査研究を行った。ここでは、住民と行政の協力・協調

体制構築段階における、住民参加の意識構造関係を考

慮した河川整備計画モデルを定式化し、草津川環境づ

くりにおける実証的分析を行い、住民参加型河川環境

づくりの支援情報として取りまとめた。        
 

２．住民参加型まちづくりシステムに関する考察 

現在、地元住民や企業等の中にも自らが、可能であ

るなら都市計画・地域計画に参加し、自分達の社会生 

              

 

 

 

 

 

 

活の場である地域の発展・充実に貢献しようという意

識が生まれていることから、今後さらなる地元の理解 

と協力を得られることになり、地元と行政が連携した

新しいまちづくりが可能かつ有効となると考える１）。

一方で、地方自治体はまちづくりに関しての専門知識

の蓄積や質の高い提案が求められることとなると同時

に、地域に合った住民参加型のまちづくりシステムの

確立が求められている。以下にここで考察した住民参

加型まちづくりシステムの概念を示した（図－1参照）。 

近年の地元参加の形として、ボランティアとしての

労力参加・協力や、寄付や無償貸与等の物での参加に

加えて、債権等の資金や情報提供といった資金参加の

形も生まれてきている。住民参加型まちづくりシステ

ムは、従来の行政主導のまちづくりを住民主導で行う

部分を設定し、この部分に対して責任を持って参加す

る体制を構築することになることから、場合によって

は重い責任も伴うことなり、住民には参加への抵抗が

少なからず生まれている。この方策が実現するために

は、この抵抗に打ち勝ち、参加の労苦に見合うだけの

住民への対価還元が必要となる。     

すなわち、行政と住民との協力・協調体制の構築段

階において、このような互いの利害関係がバランス良

くなるようマネジメントする事が必要となり、システ

ム構築の支援情報として、互いの取引関係を構造とし

て捉え、地元参加への意識構造を明確にすることが必

要となると考える。 
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３．地域マネジメント組織導入に関する検討 

今後求められる住民参加型まちづくりシステムの構

築には、開発の明確なコンセプトとあわせて「地方自

治体と地域住民の『対峙関係』」から「民主的な話し合

いによる『協力・協調関係』」による開発手法へ移行し

ていく必要がある。また、その為には、客観的に正当

と判断できる『合意形成』を担保できるような計画案

の策定と、円滑な事業化及び運営をマネジメントでき

るマネージャーの役割が大変重要である２）。ここでは、

このマネージャー機能に着目し、その中核となる地域

マネジメント組織を構想した。多種多様な開発・整備

事業が行政・地元企業・住民の協力・協調体制のもと

で円滑に推進されることが重要であり、これら3主体

の合意形成の際に、第三者的な立場から、地域マネジ

メントを担っていく組織を設置する事が有意義である

と考える。 
地域マネジメント組織は、多様な価値観を有する多

数の人々が、民主的なルールのもとに話し合うことに

よって種々の困難な問題や課題を解決し、満足できる

開発・整備事業を実現化していく方法を取りながら、

合意形成を図っていく組織である３）。また、中立的で

公正な情報公開型のシステムを運営することから、今

後の住民参加型まちづくりをリードする組織であるこ

とが必要であると考える。 
本研究において、地域マネジメント組織の中核的一

部を構成する機能として位置づけられるのが NPO 法

人琵琶湖ネット草津である。NPO 法人そのものが非

営利組織であるので、地域マネジメント組織の方向性

と合致する部分が多いと考えられる。また、琵琶湖ネ

ット草津は、行政と地元住民・企業とをつなぐ組織で

あり、学術機関・専門家と連携を取りながら、現在の

滋賀県草津市の地元参加型のまちづくりを推進するた

めのマネジメントの役割を担っている。以下に本研究

における地域マネジメント組織の機能イメージを示す

（図－２参照）。 
 

 
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．住民の意識・ニーズ調査分析結果と考察 

 本研究の初期段階において、ＮＰＯ法人琵琶湖ネット

草津との連携の下に、住民の草津川環境づくりに関する

意識・ニーズ調査を行った。以下にそのアンケート調査

の集計結果と考察を述べる。 

アンケート調査は住民のニーズにあった有効な利用

方法として２つの方向性を提示した。１つは「河川環

境でしか実現しない利用」であり、ここでは河川空間

を散歩する、河川景観を楽しむ、河川の水と触れ合う

等の利用を挙げた。２つ目は河川環境を「オープンス

ペース」として捉え、都市における不足機能を補うよ

うな都市基盤整備を行うために河川空間を利用する項

目である。これにはレクリエーションやイベント等さ

まざまな用途が考えられる。住民には河川利用方法と

して、草津川を生かした河川空間でしかできない利用

を求める人が多いことが明らかとなった（図－３参

照）。このような利用方法は施設利用のような特有の目

的を持たずとも河川空間を利用できる、河川環境を生

かした整備方針であるので、利用する住民の年齢を問

わず、恒久的な利用が可能となると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
管理活動については、「河川清掃」や「堤防の草刈」

といった、日常の河川利用に必要な管理活動が最も多

くの支持を得られたと考える（図－４参照）。これら

の管理活動に共通する概念として「河川環境の保全」

が考えられ、住民は美しく自然環境の整った河川空間

を保全しようという意識が強いことが明らかになった。 
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図－２ 地域マネジメント組織と関連図 

図－３ 河川空間の利用に関する調査結果 
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図－４ 河川の維持管理活動に関する調査結果 



 つぎに、住民の維持管理活動への参加意欲について

考察を加える。住民の参加意欲には、河川までの距離や

地域での在住歴等の被験者属性に加えて、河川空間の

利用方法や河川環境の整備状況が大きな要因となると考

えられる。そこで、アンケート調査の結果をもとに、数量

化Ⅱ類によって、維持管理活動参加への意欲に利用方

法がどの程度影響を与えているかについて分析を行っ

た。アンケート調査で管理活動への参加意欲について

尋ねた項目について分析を行ったが、本稿では結果の

一部を取り上げ以下に示すこととする（図－５参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析結果から管理活動への参加意欲には利用項目が

影響していることが理解できる。堤防の植栽運動への参

加意欲には散歩や憩いの場として整備・景観を楽しめる

ような整備の項目が強い影響を与えていることが分かる。

このように、河川環境が自然豊かで、住民のニーズにあ

った形で利用できるように整備されているかが、河川管

理活動の参加意欲に強く影響していると考えられる。  

このような観点から考察すると、住民参加の意識構造

には住民が労力等を提供することへの対価が大きな要

素となっていると考えられる。つまり、住民参加型まちづ

くりシステム構築には、住民の意識構造を把握すると共

に、住民意識の中に対価関係を創り上げておく必要があ

ると考えられる。 

 

５．住民参加型河川環境づくりにおける意識構造関係

に関する考察 

本来、河川環境を整備し維持管理する主体は公共で

あった。しかしながら、管理権限の委譲により、地方

自治体は維持管理にかかる負担の一部を地元住民の参

加・協力によって賄う、新たな維持管理活動実施体制

の構築が求められている。その一方で、自治体は参加・

協力の対価として地元住民のニーズを取り入れた形で

の河川空間の整備を行う必要がある。このように、利

用できる空間整備に伴う管理活動は住民と行政の協

力・協調体制で行うことが求められている。 

このような背景に加えて、草津川は通水して間もな

い状況であり、利用方法についても現在模索段階であ

るため、河川空間の利用と維持管理活動を総合的に検

討する必要があると考えられる。よって、以下に河川

環境づくりの具体的内容として、河川空間の利用方法

と維持管理活動に着目して検討を加えることとする。  
まず、河川空間の利用方法であるが、先述の住民意

識・ニーズ調査の結果に加えて、国の方針においても

「河川環境でしか実現しない利用方法」を推進するこ

とが掲げられており、本研究においても同様に、河川

環境でしか実現しない利用方法を中心に検討を行う。

なお、近年ガーデニングや菜園等への需要が高まって

いることから、ラブリバー制度の活用等によって住民

に河川空間を開放することや、都市基盤整備として公

園等を整備することついても、河川空間を公共空間と

して利用すると考えられるため、利用方法として検討

することとする。よって、本研究で取り上げる利用方

法については、整備された河川環境を享受する等の受

動的な利用に加えて、河川空間を開放し植栽等の活動

によって参加者自らつくりあげる能動的な利用、整備

施設等の利用について検討を行うこととする。 
次に、維持管理活動であるが、河川清掃や雑草の草

刈といった河川環境保全のための維持管理活動に加え

て、ガーデニング等の利用に伴う管理活動についても、

利用との関係性を明確にしつつ検討を行うこととした。

また、維持管理活動は新たな地元負担となるため、運

営方法・実施頻度・総労働時間等も重要な検討課題と

なる。 
 このような河川空間の利用と維持管理活動は具体的

な住民参加の方法であり、参加への意識構造を形成す

る主要な要因となると考えられる。つまり、維持管理

活動への労力提供の対価として、住民は自然豊かで美

しい河川環境を享受し、住民のニーズにあった形で整

備された河川空間を利用できることを望むという意識

構造関係になると考えられる（図－６参照）。これら

の人間行動についての意識構造を踏まえた河川整備計

画モデルが、住民参加型河川環境づくり実現に必要不

可欠な支援情報であると考えられる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レンジ表
項目名 レンジ 偏相関 独立性検定
散歩や憩いの場 0.3336  2位 0.5828  1位 [**]
景観のための整備 0.7162  1位 0.4117  5位 [**]
低水敷に降りる施設 0.2354  7位 0.2498  6位 [**]
ビオトープの取り組み 0.2370  6位 0.2455  7位 [**]
レクリエーションの場 0.3318  3位 0.1355  10位 [*]
芝生の整備 0.2448  4位 0.2226  9位 [**]
イベントスペース 0.1906  8位 0.2266  8位 [**]
補助グランドとして利用 0.0945  10位 0.5072  2位 [**]
グラウンド整備 0.2372  5位 0.4783  3位 [**]
駐車場として利用 0.1629  9位 0.4266  4位 [**]

 

分析精度
判別的中点 -0.0073
判別的中率 74.1%
相関比 0.3247
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図－５ 堤防の植栽運動への参加意欲に関する分析 

図－６ 住民参加型河川環境づくりの意識構造関係 
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６．住民参加型河川環境づくりにおける意識構造関係

を考慮した河川整備計画モデルの定式化 

 ここでは、モデル定式化にあたっての概要を中心に

述べる。本研究で構築されたモデルに関しては、以下

に示す（図－７参照）。なお、発表時までに改良を加

えるものとして位置づける。 
 主にモデル内に表現する意識構造関係は、先述のよ

うに、維持管理活動への参加意欲と河川環境整備等の

利用方法が対価関係にあり、互いに大きな影響を与え

ることである。 
さらに、本モデルにおいては河川の維持管理活動へ

の参加意欲をアウトプットとして設定し、これを最大

化するモデルを構築した。また、制約条件として、整

備可能面積以下の整備面積であることと、各維持管理

項目への参加意欲が、項目ごとに設定された基準値を

超えることを設定した。 
 以上のような構成で住民参加の意識構造関係を考慮

した河川整備計画モデルの定式化を行った。 
 
目的関数：住民の河川管理活動への参加意欲最大 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．滋賀県草津市を対象とした、河川整備計画モデル

の適用結果 

モデル内に用いたパラメータ推計の結果および、住

民参加の意識構造関係を考慮した河川整備計画モデル

の適用結果に関しては、紙面の関係上ここでは省略し、

発表時に詳細を示すこととする。なお、本モデルを用

いて実証的分析を行い、住民参加による河川管理活動

の実施が可能であるかを、河川整備計画の構想段階で

先取り的に検討しているため、効率的・効果的な整備

計画の立案ができたと考える。 
 
８．おわりに 

本研究では、地元参加型まちづくりシステムの事例

として、滋賀県草津市における住民参加型河川環境づ

くりを取り上げ、住民参加の意識構造関係を考慮した

河川整備計画モデルを定式化し、実証的分析を進めた。

その中で、住民参加型の河川環境づくりを実現しうる

河川整備計画を立案することができた。 
今後の課題として、本研究で構築した数理計画モデ

ルの中に、河川空間への距離・地域での在住年数等の

被験者属性や、管理活動の頻度・参加人数等の運営体

制を的確に表現できるモデル構築を目指し改良を加え

る必要があると考える。また、本研究の考え方を応用

して、地元参加型まちづくりシステム構築への支援情

報となる、住民参加の意識構造を的確に表現した、汎

用性の高い数理計画モデルの構築が求められる。 
また、住民参加型まちづくりシステム構想段階にお

いては、住民意識の対価関係をいかに築くかが重要な

課題となる。住民が満足して地域のまちづくりに参

加・協力する意識構造の明確化と、その地域にあった

形での対価関係の構築が、今後の住民参加型まちづく

り実現への最重要課題であると考える。 
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図－７ 住民参加の意識構造関係を考慮した河川整備

計画モデルの定式化 
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